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 1 set of Urakawa Road Office and the

others Road information system mainte‑

nance

 1 set of River information system main‑

tenance within the jurisdiction of Mu‑

roran Development and Construction De‑

partment

 Fulfillment period : From 1 April 2024 th‑

rough 31 March 2025

 Fulfillment place : According to design

specifications for a public announcement

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Grade A, B, C or D in terms of the

qualification for participating in tenders

of the offer of services etc. by Ministry

of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism (Single qualification for every

ministry and agency) in Hokkaido region

in the fiscal year of 2022・2023・2024
 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

 not be currently under suspension of

nomination by Director‑General, Hok‑

kaido Regional Development Bureau dur‑

ing the time of successful bid decision

from time limit for the submission of ap‑

plication forms and relevant documents

for the qualification

 obtained a bid manual directly from

system or the person of ordering

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 9 February 2024

 Time limit for tender : 4 : 00 p.m. 5 March

2024

 Contact point for the notice :

YANAGIDA Seiichi, Senior Officer of Con‑

tracts Division, Contracts Division, Mu‑

roran Development and Construction De‑

partment of Hokkaido Regional Develop‑

ment Bureau, 114, Irie‑cho, Muroran,
Hokkaido, 0518524, Japan TEL 0143
257024

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本入札に係わる落札及び契約締結は、当
該契約に係る令和６年度本予算が成立し、予算示
達がなされることを条件とするものである。
令和６年１月９日

分任支出負担行為担当官
東京空港事務所長 松岡 慎治

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇東事会第 807 号
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 調達等件名及び数量
令和６年度 東京空港事務所庁舎等清掃
東京空港事務所第１庁舎他21施設 延べ床面
積 約53720
 履行場所 東京空港事務所第１庁舎他21施
設
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 令和６年４月１日から令和７年
３月31日まで
 電子調達システム対象 本案件は、資料等
の提出、入札等を電子調達システムで行う対
象案件である。なお、電子調達システムによ
りがたい場合は、紙入札による参加の承諾願
いを提出すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和04・05・06年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ又
はＢ等級に格付けされた競争参加資格を有す
る者であること。なお、当該資格を有してい

ない者については、「競争参加者の資格に関す
る公示」（令和５年３月31日付官報）に記載さ
れている申請方法等により、競争参加資格の
申請を受け付ける。
 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派
遣労働者の保護等に関する法律又はこれらの
規定に基づく命令に違反した日若しくは処分
を受けた日から５年経過しない者でないこ
と。
 労働保険、厚生年金保険、全国健康保険協
会管掌健康保険又は船員保険の未適用及びこ
れらに係る保険料の未納がないこと。
 会社更生法に基づき更生手続開始又は民事
再生法に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者でないこと。
 競争参加資格確認申請書等の提出期限から
開札日までの間に、国土交通省東京航空局長
から指名停止を受けていない者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 次に掲げる業務実績（履行期間中のものは
除く）を有すること。
平成20年４月１日以降に、元請けとして完
了した次に掲げる要件を満たす作業実績を有
する者であること。
・年間を通じた日常清掃の清掃作業面積が
20000以上のもの。

 履行期間中の実施体制（責任者、品質管理
体制）が明示できること。
なお、品質管理体制に関しては以下に掲げ
る資料を提出するものとする。
・公益社団法人全国ビルメンテナンス協会が
認定する建築物清掃管理者評価資格者によ
る品質点検を行う場合は、当該資格証書の
写し及びその点検基準
・上記資格者による品質管理を行わない場合
は、社員教育の際に使用する清掃マニュア
ル

３ 入札手続き方法等
 担当部局 〒1440014 東京都大田区羽田
空港３３１ 東京航空局東京空港事務所
総務部会計課調達担当 ＴＥＬ035757
3004

 入札説明書の交付方法 令和６年２月８日
まで無償で貸与するので、入札参加希望者は
必ず交付を受けること。但し、休日を除く10
時00分から17時00まで。
 競争参加資格確認申請書等の提出期限 令
和６年２月９日14時00分までに必着。
 入札書の提出期限
⒜ 電子調達システムにより入札する場合
開札日前日の令和６年２月29日16時00分ま
で。
⒝ 郵送等により入札書を提出する場合 開
札日前日の令和６年２月29日までに必着。
⒞ 持参により入札書を提出する場合 開札
日時の令和６年３月１日14時00分に持参。

 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
https://www.nyusatsu.geps.go.jp/

 開札日時及び場所 令和６年３月１日14時
00分 東京空港事務所５階Ｃ会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札参加者に要求される事項 開札日の前
日までに申請書及び資料の内容に関する分任
支出負担行為担当官からの照会があった場合
には、説明をしなければならない。
 競争参加資格の確認 競争参加資格確認申
請書等を提出し、分任支出負担行為担当官か
ら競争参加資格の有無について確認を受けな
ければならない。
 入札の無効 競争参加資格のない者のした
入札、競争参加資格確認申請書等に虚偽の記
載をした者のした入札並びに入札に関する条
件に違反した者のした入札は無効とする。
 入札方法 入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、本案件に係る諸経費等を含め
見積もった契約希望金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。落札決定
に当たっては、入札書に記載された金額に当
該金額の10％に相当する額を加算した金額
（円位未満端数切捨。）をもって落札価格とす
る。原則として、当該入札の執行において入
札執行回数は２回を限度とする。なお、当該
入札回数までに落札者が決定しない場合に
は、原則として予算決算及び会計令第99条の
２の規定に基づく随意契約には移行しない。
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